
平成28年5月16日

住所 熊本市中央区練兵町１番地

株式会社　 肥　 後　 銀　 行

取締役頭取 　甲斐　隆博

貸借対照表（平成２８年３月３１日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

228,963 3,959,655

現 金 40,460 95,985

預 け 金 188,503 2,033,525

241 44,042

869 17,420

749 1,679,583

商 品 有 価 証 券 700 22,464

特 定 金 融 派 生 商 品 48 66,633

4,863 296,985

1,578,080 1,126

国 債 803,074 67,354

地 方 債 153,011 44

社 債 209,228 44

株 式 60,663 42,253

そ の 他 の 証 券 352,101 借 入 金 42,253

2,830,942 69

割 引 手 形 12,485 22

手 形 貸 付 135,769 47

証 書 貸 付 2,368,165 28,343

当 座 貸 越 314,522 3,752

4,749 2,469

外 国 他 店 預 け 4,565 1,469

買 入 外 国 為 替 143 1,009

取 立 外 国 為 替 40 23

27,643 11,823

未 決 済 為 替 貸 453 3,174

前 払 費 用 62 2,305

未 収 収 益 5,200 163

金 融 派 生 商 品 7,595 2,152

そ の 他 の 資 産 14,330 91

53,376 8,201

建 物 19,406 800

土 地 27,190 354

リ ー ス 資 産 2,170 10,470

建 設 仮 勘 定 0 4,556

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 4,608 9,339

5,672 4,429,648

ソ フ ト ウ ェ ア 5,508

リ ー ス 資 産 2 18,128

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 161 8,133

3,849 8,133

9,339 224,518

△ 17,824 18,128

206,389

不 動 産 圧 縮 積 立 金 363

別 途 積 立 金 190,387

繰 越 利 益 剰 余 金 15,638

250,780

52,671

△ 7,694

6,109

51,086

301,867

4,731,515 4,731,515

第１４５期　　　決　算　公　告

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

有 価 証 券

外 国 為 替

貸 出 金

金 銭 の 信 託

預 金

役 員 賞 与 引 当 金

特 定 取 引 負 債

金 融 派 生 商 品

未 払 外 国 為 替

（単位：百万円）

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

繰 延 税 金 負 債

譲 渡 性 預 金

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

そ の 他 資 産

資 本 剰 余 金

負債の部合計

当 座 預 金

普 通 預 金

無 形 固 定 資 産

未 払 費 用

偶 発 損 失 引 当 金

売 渡 外 国 為 替

給 付 補 塡 備 金

未 決 済 為 替 借

コ ー ル マ ネ ー

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

貸 倒 引 当 金

利 益 剰 余 金支 払 承 諾 見 返

資 本 準 備 金前 払 年 金 費 用

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純資産の部合計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

株 主 資 本 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

支 払 承 諾

資 本 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

定 期 預 金

定 期 積 金

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

有 形 固 定 資 産

未 払 法 人 税 等

リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

そ の 他 の 預 金

そ の 他 の 負 債

前 受 収 益

そ の 他 負 債

外 国 為 替

特 定 金 融 派 生 商 品

退 職 給 付 引 当 金

借 用 金
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損益計算書　　 平成２７年４月 １日から
平成２８年３月３１日まで

（単位：百万円）

76,647
52,921

貸 出 金 利 息 34,801
有 価 証 券 利 息 配 当 金 17,555
コ ー ル ロ ー ン 利 息 35
預 け 金 利 息 9
そ の 他 の 受 入 利 息 519

11,630
受 入 為 替 手 数 料 3,866
そ の 他 の 役 務 収 益 7,763

20
商 品 有 価 証 券 収 益 20
特 定 金 融 派 生 商 品 収 益 0

3,865
国 債 等 債 券 売 却 益 3,865

8,209
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,585
償 却 債 権 取 立 益 228
株 式 等 売 却 益 4,573
金 銭 の 信 託 運 用 益 0
偶 発 損 失 引 当 金 戻 入 益 40
そ の 他 の 経 常 収 益 1,782

55,227
5,471

預 金 利 息 1,480
譲 渡 性 預 金 利 息 279
コ ー ル マ ネ ー 利 息 1
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 62
借 用 金 利 息 51
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 3,581
そ の 他 の 支 払 利 息 14

4,409
支 払 為 替 手 数 料 1,194
そ の 他 の 役 務 費 用 3,214

3,147
外 国 為 替 売 買 損 880
国 債 等 債 券 売 却 損 2,224
金 融 派 生 商 品 費 用 42

40,652
1,546

貸 出 金 償 却 15
株 式 等 売 却 損 887
金 銭 の 信 託 運 用 損 67
そ の 他 の 経 常 費 用 575

21,420
50

固 定 資 産 処 分 益 50
406

固 定 資 産 処 分 損 7
減 損 損 失 399

21,064
5,718
1,367

   7,086
13,977

そ の 他 経 常 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

営 業 経 費

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 等 合 計

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
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個別注記表

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

重要な会計方針 

１. 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を

得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借対照表上「特定

取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を損益計算書上「特定取引収益」及び「特

定取引費用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算日の時価により、スワップ・先物・

オプション取引等の派生商品については決算日において決済したものとみなした額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当事業年度中の受払利息等に、有価証券及び金銭債権等につい

ては前事業年度末と当事業年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前事業年度末と当事業年度末にお

けるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

２. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式

及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として決算日の市場価格等に

基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるも

のについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価

法により行っております。 

３. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。

４. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定

額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物    20年～50年 

その他   ５年～20年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可

能期間（５年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期

間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めが

あるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

５. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

６. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会

銀行等監査特別委員会報告第４号。平成 24 年７月４日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権につ

いては、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。 

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収見込額を控除し、

その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除した残額を計上しております。 

なお、すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しております。 

(2) 役員賞与引当金 

役員賞与引当金は、役員（執行役員を含む。）への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のう

ち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 
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(3) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方

法は次のとおりであります。 

過去勤務費用  ：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により損益処理 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により 

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

(4) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し利益計上を行った睡眠預金の払戻請求に備えるため、過去の支払実績

等を勘案して必要と認められる額を計上しております。 

(5）偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度等の代位弁済に伴い発生する負担金等の支払いに備えるため、将

来発生する損失額を見積もり計上しております。 

７. ヘッジ会計の方法

(1) 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関す

る会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。平成 14 年２月 13 日。以下「業

種別監査委員会報告第 24 号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法について

は、貸出・債券等の金利変動リスクを減殺する目的で行うヘッジについてヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相

関関係を検証しております。 

また、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会

計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。平成 14 年７月 29

日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動

リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金

銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評

価しております。 

８. 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税（以下消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産

に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

会計方針の変更 

(「企業結合に関する会計基準」等の適用) 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年９月 13 日。以下、「企業結合会計基準」という。）

及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成 25 年９月 13 日。以下、「事業分離等会計基準」とい

う。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。

また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直

しを企業結合日の属する事業年度の計算書類等に反映させる方法に変更いたします。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58-2項（4）及び事業分離等会計基準第 57-4項（4）に

定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。 

なお、当事業年度において、計算書類等に与える影響額はありません。 

未適用の会計基準等 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26号 平成 28年３月 28日） 

(1) 概要 

本適用指針は、主に日本公認会計士協会監査委員会報告第 66 号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上

の取扱い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針について基本的にその内容を引き継いだ上

で、一部見直しが行われたものです。 

(2) 適用予定日 

当行は、当該適用指針を平成 28年４月１日に開始する事業年度の期首から適用する予定であります。 

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

当該適用指針の適用による影響は、評価中であります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

１. 関係会社の株式及び出資金総額  5,240百万円（親会社株式を除く） 

２. 貸出金のうち、破綻先債権額は 696百万円、延滞債権額は 41,707百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以

下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40年政令第 97号）第 96条第１項第３号イか

らホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３. 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は 573百万円であります。

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で

破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 13,296百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以

上延滞債権に該当しないものであります。 

５. 破綻先債権額、延滞債権額、 ３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 56,273百万円であります｡

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６. 手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商

業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額

は、12,629百万円であります。 

７. 担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券    145,888百万円 

担保資産に対応する債務 

預金   34,228百万円 

債券貸借取引受入担保金 67,354百万円 

借用金 42,453百万円 

上記のほか、為替決済の取引の担保として有価証券 126,595百万円を差し入れております。 

また、その他の資産には、保証金 342百万円及び中央清算機関差入証拠金 13,000百万円が含まれております。 

８. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これ

らの契約に係る融資未実行残高は、663,384百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時

期に無条件で取消可能なものが 635,559百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当

行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債

権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする

ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求

するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契

約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

９．土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評

価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております｡ 

再評価を行った年月日  平成 11年３月 31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10年３月 31日公布政令第 119号）第２条第３号に定める土地課税台帳

に登録されている価格（固定資産税評価額）に合理的な調整を行って算出。 

同法律第 10条に定める再評価を行った事業用の土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用の土地の

再評価後の帳簿価額の合計額との差額 11,127百万円 

10．有形固定資産の減価償却累計額  36,123百万円 

11．有形固定資産の圧縮記帳額   3,424百万円 

12. 単体自己資本比率 12.11％

13．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保証債

務の額は 9,796百万円であります。 

14. 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額  19百万円 

15. 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務総額  137百万円 
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16. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、現金自動設備等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契

約により使用しております。 

17．親会社株式の金額 3,555百万円 

18．関係会社に対する金銭債権総額  22,809百万円 

19．関係会社に対する金銭債務総額 6,083百万円 

20．銀行法第 18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合には、会社法第 445条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当該剰

余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として計上しており

ます。 

なお、当事業年度においては利益準備金の額が資本金の額に達しているため、利益準備金及び資本準備金の計上は

行っておりません。 

（損益計算書関係） 

関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額  126百万円 

役務取引等に係る収益総額  101百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額  90百万円 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額  0百万円 

役務取引等に係る費用総額 599百万円 

その他業務・その他経常取引に係る費用総額  2,917百万円 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当行は、銀行業であるため、個人や法人等から受け入れた預金あるいはコール市場等の金融市場から直接調達した

資金等をもとに、貸出や有価証券投資等で運用することによって収益を得ることを主な業務としております。また、

有価証券投資に伴う債券・株式等の売買や公共債の窓口販売等金融商品に係るさまざまな業務を手掛けております。 

資金調達については、預金等（譲渡性預金含む）を中心に行っており、中でも個人預金が大きなウェイトを占めて

おります。預金調達の際には、資金の安定性の確保のため、定期預金での調達を積極的に行っております。また一部

においては、金融市場から直接資金調達を行っており、調達手段としてコールマネー等を利用しているほか、外貨資

金の調達手段として為替・通貨スワップ等のデリバティブ取引や外債レポ取引を利用しております。 

資金運用については、大きな運用の柱として貸出金があり、次に債券、株式等の有価証券投資があります。貸出金

については、熊本県の中小・中堅企業及び個人向けを中心として貸出を行っており、併せて公共部門や県外の大企業

等に対しても行っております。有価証券投資については、国債や地方債等の公共債を中心に投資を行っているほか社

債、株式及び外国証券等への投資も行っております。 

以上のように、当行は、金利変動や価格変動を伴う金融資産・負債を有しているため、これらのリスクの変動によ

る不利な影響が生じないよう、資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

①金融資産

当行が保有する金融資産のうち、最も大きなウェイトを占めるのは貸出金であり、主として国内法人及び個人に対

するものです。貸出金は信用リスクに晒されており、取引先の信用状況が悪化し、債務の支払いが不能となった場合、

貸倒等の損失を被る可能性があります。また、固定金利の貸出金については、市場リスクに晒されており、市場金利

の変動により時価が変動する可能性があります。 

次に大きなウェイトを占めるのが有価証券であり、国内債券に加え、株式や海外債券、投資信託等を保有しており

ます。保有する有価証券は、市場リスクに晒されており、金利や株価、為替等のリスク・ファクターの変動により、

時価が変動し損失を被る可能性があります。加えて、流動性の低下により時価が下落する流動性リスクにも晒されて

おります。また、債券や株式など一部の有価証券については信用リスクに晒されており、発行体の信用状況が悪化し

た場合には、減損等の損失を被る可能性があります。 

②金融負債

当行の金融負債のうち預金等及び市場性の資金調達については、流動性リスクに晒されており、当行の信用力が低

下することにより、預金の流出や必要な資金が調達できなくなる可能性に加え、不利な条件での取引を余儀なくされ

ることにより損失を被る可能性があります。 
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また、固定金利の調達については、市場リスクに晒されており、市場金利の変動により時価が変動する可能性があ

ります。 

③デリバティブ

当行が行っているデリバティブ取引には、金利スワップ取引や為替・通貨スワップ取引等があります。リスク・ヘ

ッジを目的とした取引については、繰延ヘッジや特例処理によるヘッジ会計を適用しており、時価の変動比率や契約

内容を基に、ヘッジの有効性を評価しています。デリバティブ取引についても、取引先の信用状況が悪化し、契約が

履行されない信用リスクや、リスク・ファクターの変動に伴う市場リスクに晒されております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①リスク管理の基本方針

当行では、リスク管理を経営の重要課題と位置づけ、リスク管理の徹底に関する組織・体制の強化を図っておりま

す。各種リスクを正しく把握し、かつ、金融情勢の変化に対応してリスクを適切に管理することにより、当行の健全

性の維持・向上と経営基盤の確立を図っております。 

②リスクの内容と管理体制

当行では、リスク管理体制をより充実させるため、「統合的リスク管理規定」を制定し、信用リスク、市場リスク、

流動性リスクについて、管理すべきリスクの内容毎に毎年度管理方針を定め、管理のための組織や権限を明確に規定

しております。また、リスク管理の体制として、各部室所、営業店といった業務担当部署のリスク管理については、

各リスク毎に本部各部がリスク管理担当部署となり、銀行業務に係るすべてのリスク管理については、コンプライア

ンス・リスク統括部が統括し、リスク管理の状況を取締役会へ報告しております。さらに業務部門から独立した監査

部は、リスク管理担当部署およびリスク管理統括部署の監査を実施し、その結果を取締役会等へ報告しております。 

③統合リスク管理

当行では、各種リスクを一元的に把握・合算し、全体のリスク量が経営体力に対して大きすぎないかを管理するた

め統合リスク管理を行っております。また、自己資本の範囲内で各種リスクに対する備えとしてリスク資本を配賦す

る態勢を導入し、経営の健全性確保と収益性・効率性の向上に努めております。 

Ａ．信用リスク 

当行では、信用リスク管理体制の充実を図るため、本部における貸出金の審査・管理部門は営業推進部門と分離し、

相互に牽制機能が働いており、厳格な審査・管理を行っております。さらに貸出金等が特定の地域、業種、企業、グ

ループ等に偏らないよう残高の管理を行い、取締役会等でチェックする体制をとっております。 

また、取引先の信用度合いの正確な把握と信用リスク管理の精緻化を目的に、「信用格付制度」を導入しておりま

す。信用格付は信用リスク管理の基本概念であり、自己査定の基礎となるものです。 

自己査定については監査する独立の部署を設け、営業店・審査部門への相互牽制機能をもたせることにより、内容

の充実を図っております。さらに自己査定基準が適切に制定され、自己査定が基準に則り厳正に実施されているかに

ついて、監査法人の監査を受けております。 

Ｂ．市場リスク 

当行では、的確な市場リスクコントロールによる安定的な収益の確保を図るため、ＶａＲ（バリュー・アット・リ

スク（一定の保有期間及び特定の確率の範囲内で想定される最大損失額））等の手法によりリスクを把握したうえで、

ＡＬＭ委員会において、金利予測や収益計画に基づき、リスクテイクやリスク・ヘッジの方針等を決定しております。 

当行の銀行勘定・特定取引勘定において、金利変動リスクの影響を受ける金融商品には、預金・貸出金・債券・金

利関連デリバティブ取引等があり、株価変動リスクの影響を受ける金融商品には、株式・株式投資信託・株式関連デ

リバティブ取引等があります。当行では、これらの金融商品について主にヒストリカル・シミュレーション法（保有

期間 10 日～６ヶ月・信頼区間 99％・観測期間５年）によるＶａＲを計測しており、平成 28 年３月 31 日現在では、

金利変動リスクに係るＶａＲが 160億円、株価変動リスクに係るＶａＲが 188億円となっております。 

なお、ＶａＲの値についてはバックテスト等による検証を定期的に実施しておりますが、過去の市場の変動を基に

一定の発生確率を前提として計測しているため、過去にない規模の市場変動の影響まで捕捉するものではありません。

また、その金額等から影響が軽微な一部の金融商品につきましては定量的分析を実施しておりません。 

Ｃ．流動性リスク 

当行では、流動性リスクに対応するため資金繰りに関する管理部署を定め、日次、週次、月次にて資金繰り状況を

把握・分析するとともに調達予定額のシミュレーションを実施しております。また、不測の事態に備え資金繰り逼迫

度に応じて３段階の区分管理を行い、各々の局面において迅速な対応が行えるよう、対応策や報告連絡体制を定めて

おります。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該

価額が異なることもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成 28年３月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時価を把

握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。 

（単位：百万円） 

貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金預け金 

(2)コールローン 

(3)特定取引資産 

 売買目的有価証券 

(4)有価証券 

満期保有目的の債券 

 その他有価証券 

(5)貸出金 

  貸倒引当金(*1) 

228,963 

241 

700 

10,767 

1,561,760 

2,830,942 

△17,679 

228,963 

241 

700 

10,889 

1,561,760 

－ 

－ 

－ 

121 

－ 

2,813,262 2,852,358 39,095 

資産計 4,615,696 4,654,914 39,217 

(1)預金 

(2)譲渡性預金 

(3)コールマネー 

(4)債券貸借取引受入担保金 

(5)借用金 

3,959,655 

296,985 

1,126 

67,354 

42,253 

3,960,454 

297,024 

1,126 

67,354 

42,253 

799 

38 

－ 

－ 

－ 

負債計 4,367,376 4,368,214 837 

デリバティブ取引(*2) 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

ヘッジ会計が適用されているもの 

6,936 

(11,160) 

6,936 

(11,160) 

－ 

－ 

デリバティブ取引計 (4,224) (4,224) － 

（*1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（*2）特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、（ ）で表示しております。 

(注 1) 金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金及び短期間（１年以内）の預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額を時価としております。 

(2) コールローン 

これらは、約定期間が短期間(１年以内)であり、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価とし

ております。 

(3) 特定取引資産 

特定取引目的で保有している債券等の有価証券については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格に

よっております。 

(4) 有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、

公表されている基準価格によっております。投資事業組合の出資金は組合財産を時価評価できるものには時価評価を

行ったうえ、当該時価に対する持分相当額を組合出資金の時価とみなして計上しております。 

自行保証付私募債等の市場価格がない債券については、貸出金と同様の方法等により合理的な時価を算定しており

ます。 

なお、保有目的毎の有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。 
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(5) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異な

っていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるも

のは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分毎に、元利金の合計額をスワップレートをベースに信用スプレ

ッド等を加味した利率、または同様の新規貸出を行なった場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しておりま

す。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ･フローの現在価値又は

担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表上の

債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについては、

返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価として

おります。 

負 債 

(1) 預金 

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期預

金の時価は、一定の期間毎に区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その

割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）の外

貨定期預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(2) 譲渡性預金 

譲渡性預金の時価は、一定の期間毎に区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しており

ます。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。 

(3) コールマネー 

これらは、約定期間が短期間(１年以内)であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。 

(4) 債券貸借取引受入担保金 

残存期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を時価としており

ます。 

(5) 借用金 

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行の信用状態は実行後大きく異なっ

ていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金

利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割

り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期(１年以内)のものは、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額を時価としております。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利オプション、金利スワップ等）、通貨関連取引（通貨先物、通

貨オプション、通貨スワップ等）、株式関連取引（株式指数先物、株式指数オプション等）、債券関連取引（債券先物、

債券先物オプション等）及び商品関連取引（商品先物、商品オプション等）であり、取引所の価格、割引現在価値やオ

プション価格計算モデル等により算出した価額によっております。 

(注 2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時

価情報の「資産(4) その他有価証券」には含まれておりません。  

 （単位：百万円） 

区 分 貸借対照表計上額 

非上場株式(*1)(*2) 5,546 

その他出資金(*1) 5 

合 計 5,552 

（*1）非上場株式及びその他出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから時価開示の対象とはしておりません。 

（*2）当事業年度における減損処理額はありません。 
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(有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。 

１. 売買目的有価証券（平成 28年３月 31日現在）

当事業年度の損益に含まれた評価差額 (百万円） 

売買目的有価証券 3    

２．満期保有目的の債券（平成 28年３月 31日現在） 

種類 
貸借対照表計上額

(百万円） 

時価 

(百万円） 

差額 

(百万円） 

時価が 

貸借対照表 

計上額を 

超えるもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

社債 9,589 9,713 124 

その他 － － － 

小計 9,589 9,713 124 

時価が 

貸借対照表 

計上額を 

超えないもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

社債 1,178 1,175 △2 

その他 － － － 

小計 1,178 1,175 △2 

合計 10,767 10,889 121 

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成 28年３月 31日現在） 

貸借対照表計上額(百万円） 時価(百万円） 差額(百万円） 

子会社・子法人等株式 － － － 

関連法人等株式 － － － 

合計 － － － 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

貸借対照表計上額(百万円） 

子会社・子法人等株式 4,326 

関連法人等株式 - 

合計 4,326 

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会

社・子法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。 

４. その他有価証券（平成 28年３月 31日現在）

種類 
貸借対照表計上額

(百万円） 

取得原価 

(百万円） 

差額 

(百万円） 

貸借対照表 

計上額が 

取得原価を 

超えるもの 

株式 45,093 22,102 22,990 

債券 1,145,484 1,099,892 45,591 

  国債 803,074 769,955 33,119 

  地方債 153,011 145,565 7,446 

  社債 189,398 184,371 5,026 

その他 293,221 282,007 11,214 

うち外国証券 265,344 257,041 8,302 

小計 1,483,799 1,404,002 79,797 

貸借対照表 

計上額が 

取得原価を 

超えないもの 

株式 10,023 11,672 △1,649 

債券 9,062 9,070 △7 

  国債 － － － 

  地方債 － － － 

  社債 9,062 9,070 △7 

その他 58,874 62,157 △3,282 

うち外国証券 33,368 34,539 △1,170 

小計 77,960 82,900 △4,939 

合計 1,561,760 1,486,903 74,857 
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（注）市場価格等がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等（貸借対照表計上額 1,225

百万円）については、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 
 

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成 27年４月１日 至 平成 28年３月 31日） 

  該当ありません。 

 

６．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成 27年４月１日 至 平成 28年３月 31日） 

 
売却額 

(百万円) 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

(百万円) 

株式 5,835 2,705 △135 

債券 125,030 1,889 △1,669 

  国債 117,668 1,866 △1,669 

  地方債 7,161 22 － 

  社債 200 0 － 

その他 183,967 3,843 △1,306 

うち外国証券 166,012 1,876 △545 

合計 314,833 8,439 △3,112 

 

７．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価

が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、

当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」と

いう。）しております。 

当事業年度における減損処理額はありません。 

なお、当該有価証券の減損にあたっては、当事業年度末日における時価の取得原価に対する下落率が 50％以上の銘

柄について一律減損処理するとともに、30％以上 50％未満の銘柄について過去一定期間の時価の推移や発行会社の信

用リスク等を判断基準として減損処理しております。 

 

（金銭の信託関係） 

運用目的の金銭の信託（平成 28年３月 31日現在） 

 
貸借対照表計上額 

(百万円) 

当事業年度の損益に含まれた 

評価差額(百万円) 

運用目的の金銭の信託 4,863 △30 

 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産 

  貸倒引当金                  5,481百万円 

  退職給付引当金               2,493 

  減価償却                     798 

 有価証券償却                 1,126 

  繰延ヘッジ損益              3,360 

その他                    1,708 

繰延税金資産小計                          14,969 

評価性引当額                △1,906 

繰延税金資産合計                      13,062 

繰延税金負債  

  その他有価証券評価差額金       △22,185 

  不動産圧縮積立金               △158 

  前払年金費用              △1,170 

  その他                    △18 

繰延税金負債合計                         △23,533 

繰延税金負債の純額                     △10,470百万円 
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２.「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28年法律第 15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成 28年法律第 13号）が平成 28年３月 29日に国会で成立し、平成 28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税

率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効

税率は従来の 32.0％から、平成 28年４月１日に開始する事業年度及び平成 29年４月１日に開始する事業年度に解消

が見込まれる一時差異については 30.6％に、平成 30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差

異については 30.4％となります。この税率変更により、繰延税金負債は 494百万円減少し、その他有価証券評価差額

金は 1,167百万円、法人税等調整額は 495百万円それぞれ増加しております。また、再評価に係る繰延税金負債は 239

百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加しております。 

 

(１株当たり情報) 

１株当たりの純資産額       1,309円 73銭 

１株当たりの当期純利益金額       60円 64銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

(重要な後発事象) 

平成 28 年４月 14 日から断続的に発生している「平成 28 年熊本地震」により、当行の熊本県内の営業拠点や貸出先

等に被害が発生しております。当災害が当行の翌事業年度以降の財政状態及び経営成績に与える影響については調査中

であり、現時点では金額を合理的に算定することは困難であります。 
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